
農山漁村活性化応援事業実施要領 

 

第１ 事業の目的 

農山漁村の活性化を図るため、都市住民と農山漁村の交流を進めるとともに、持続的か

つ発展的な取組となるよう支援策を講じてきたが、近年特に農山漁村における過疎化・高

齢化が深刻化し、人材不足により受入体制の脆弱化や情報発信力の低下などの理由から、

活動の停滞・規模縮小といった状況が生じている。今後はＮＰＯ法人等の外部力も活用し、

受入体制の構築や都市住民とのマッチングを図る必要がある。 

このため、農産物特産品など様々な地域資源を有する農山漁村の魅力を生かし、都市住

民等との交流を促進する取組を提案・実施するＮＰＯ法人等を支援することで、農山漁村

の活性化を図る。 
 

第２ 事業実施主体 

   本事業の実施主体は、兵庫県内の農山漁村のもつ地域資源を活用し、農山漁村と都市住

民等の相互交流による地域活性化を図る事業計画を作成する者とする。 

 

第３ 事業の内容 

農山漁村の持つ地域資源を活用した農山漁村と都市住民等の相互交流による地域活性

化を図る事業計画を、ＮＰＯ法人、農村集落活性化支援団体、大学研究室等から募集し、

審査委員会による審査を行い、適当であると認められた企画立案者が実施する事業に対し

補助する。 
補助金額は、一企画あたり上限２５万円とする｡ 

 
第４ 事業を活用するための要件 

以下の要件を満たす企画に対し補助する。 

（１）農山漁村と都市住民等の相互交流活動の継続・発展が、今後見込まれること。 
（２）周辺農山漁村に波及効果が見込まれるモデル性があること。 

 

第５ 事業対象経費 

事業対象経費は、農作業体験等の交流イベントなど、農山漁村と都市住民等の相互交流

活動に必要な経費とする。 
 ただし、事務所借上経費等の団体の活動を継続するために要する経費及び備品（企画終

了後も継続して使用できる物品）は、事業対象経費から除くものとする。 
 

第６ 事業計画の適否の決定通知に関する手続き 

１ 事業計画の提出 



農山漁村と都市住民等の相互交流活動を企画するＮＰＯ法人、農村集落活性化支援団体、

大学研究室等が応募主体（以下「応募団体」という。）となり、農政環境部農政企画局総

合農政課楽農生活室長（以下「楽農生活室長」という。）に所定の農山漁村活性化応援事

業申請書(別紙様式１)を提出するものとする。 
その際、応募団体は次に掲げる全ての条件を具備するものとする。 
（１）宗教活動や政治活動を目的としていないこと｡ 
（２）団体の規約などで責任者が明確であり、独立した会計管理を行っていること｡ 
（３）企画内容を確実に実施することが見込まれること｡ 

 
２ 事業計画の審査 

  楽農生活室長は提出された事業計画書について、有識者の意見を聴取し、事業の地域

活性化に対する効果、独自性、対象経費の適切性などの視点で審査を行う。 

 

３ 事業計画の適否の決定通知 
  楽農生活室長は、予算の範囲内において、審査により補助の可否を決定し、応募団体

に通知するものとする。 
 

第７ 事業計画の変更 

  事業実施主体は、事業実施主体に変更が生じた場合は、速やかに農山漁村活性化応援事

業変更計画申請書（別紙様式２）を作成し、楽農生活室長あて提出し、必要な承認を得な

ければならない。 

 

第８ 事業実施期間 

  本事業では３年間の計画をもって実施することとし、補助対象期間は最初の１年とする。 

 

第９ 報告 

事業実施主体は、事業が完了したときは、事業完了後１ヵ月を経過する日又は事業を実

施した年度の年度末のいずれか早い日までに、農山漁村活性化応援事業実績報告書（別紙

様式３）を作成し、楽農生活室長あて報告するものとする。 
また、事業完了の翌年度及び翌々年度についても、活動実績報告書（自由様式）を活動

状況写真及び参考資料等を添付の上、楽農生活室長あて提出するものとする。 
 

第１０ 補助金の支払 

県は、予算の範囲内において本事業の実施に要する経費について、兵庫県農政環境部補

助金交付要綱に定めるところにより補助金を支払うものとする。 
なお、虚偽の内容に基づく申請、その他の不正行為があった場合は、補助金の支払後で



あっても承認を取り消すとともに補助金の返還を受けるものとする。 
また、第８に定める事業実施期間内において、事業実施主体の都合により事業を中止・

廃止等する場合も、同様に補助金の返還を求める場合がある。 
 
第１１  活動報告会の実施 

  事業実施主体は、県から本事業に係る活動報告会への出席を求められた場合は、原則と

してこれに出席し、実施した事業について報告する。 
 
第１２  その他 

本要領のほか、本事業について必要な事項は、別に定めるものとする｡ 
 
 
附 則 

本要領は、平成２８年４月１日から施行する｡ 
附 則 

本要領は、平成２９年３月２３日から施行する｡ 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



別紙様式１ 
 

農山漁村活性化応援事業 申請書 
 
 

平成   年  月  日 
 
兵庫県農政環境部農政企画局総合農政課 

楽農生活室長 様 
 
 
                     申請団体名 
                       代 表 者          印 
 
 
 わたしは、農山漁村活性化応援事業を実施したいので、農山漁村活性化応援事業実施要

領第６の１に基づき関係書類を添えて提出します。 
 

記 
 

添付書類 計画書[別紙] 
          申請団体及び活動団体の活動概要が分かる資料（定款、規約等） 
          その他の説明資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



別紙様式２ 
 

農山漁村活性化応援事業 変更計画申請書 
 
 

平成   年  月  日 
 
兵庫県農政環境部農政企画局総合農政課 

楽農生活室長 様 
 
 
                     申請団体名 
                       代 表 者          印 
 
 
 わたしは、農山漁村活性化応援事業の計画を変更したいので、農山漁村活性化応援事業

実施要領第７に基づき関係書類を添えて提出します。 
 

記 
 

添付書類 変更計画書[別紙] 
          その他の説明資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 



別紙様式３ 
 

農山漁村活性化応援事業 実績報告書 
 
 

平成   年  月  日 
 
兵庫県農政環境部農政企画局総合農政課 

楽農生活室長 様 
 
 
                      申請団体名 
                        代 表 者          印 
 
 
 わたしは、農山漁村活性化応援事業を完了しましたので、農山漁村活性化応援事業実施

要領第９に基づき関係書類を添えて提出します。 
 

記 
 

添付書類 実績書[別紙] 
          活動内容がわかる印刷物、成果物、写真等           
          その他の説明資料 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（別紙） 
農山漁村活性化応援事業計画書 

（変更計画書・実績書）  
 
１ 事業計画作成者 

団 体 名  

連 絡 先 
住 所   

ＴＥＬ   ＦＡＸ   

担 当 者 
所 属   名 前   

E-mail  
 
 
２ 事業の名称 

 

 

 

 

３ 事業実施場所・活動団体 

市 町 名 （農山漁村部） （都市部） 

 

事業実施場所 

 

 

 

活動団体名 

 

 

 

 

 

 

 

所在地 

 

 

 

 

  

構成人員数 

 

 

 

 

連

絡

先 

職 名 

 

 

 

 

名 前 

 

 

 

 

電話・ＦＡＸ 

 

 

 

 

Ｅ-mail 

 

 

 

 



４ 事業の概要 

（１）事業目的（地域の資源を活用することを踏まえて記載） 
 
 
 
（２）事業計画（実績）【１年目】 
  ・ 実施内容 
  ・ 実施場所 
  ・ 実施期間 
  ・ 参加予定者 等 
 
(注)印刷物を配布する場合は、印刷物の内容、配布数量、配布回数を内容欄に記入すること。 
（３）事業計画【２年目・３年目】 

【２年目】 

 

 

 

 

【３年目】 

 

 

 

 

(注)内容、場所、時期、参加人数などを記載すること。 
（４）事業実施の視点 
  ① 計画性のある事業としての視点 
 
 
 
 
  ② 継続性のある事業としての視点 
 
 
 
 
  ③ 発展性を持った事業としての視点 
 
 
 
 
(注)３つの視点から事業実施をどのように進めるか記載すること。 

（５）事業効果（地域活性化への効果） 
 
 
 
 
 
 



５ 事業の収支予算（決算） 

（１）収入の部 
科  目 予算（決算）額（円） 摘    要 

補助金   
自己負担金   
   

計   
（注）科目は、補助金、自己負担金、その他に分けて記載すること 
 
（２）支出の部 

経費区分（内訳） 経費額（円） 摘    要 
   
   
   
   
   
   
   
   

計   
うち補助申請額   

 

（注１）経費区分は、交通費、事務経費、委託費等に分けて記載すること。 

補助申請額は、５０千円から２５０千円（５０千円単位の額）とし、端数は切り捨てること。 

（注２）摘要欄には、経費額の内訳のほか、仕入れに係る消費税等相当額について、これを減額した場合には「減

額した金額」を、同税額がない場合には「該当なし」と、同税額が明らかでない場合には「含税額」とそ

れぞれ記入すること。 

 
 
６ 事業完了（予定）年月日  
 
 
 


